
株 主 各 位

第35回定時株主総会招集ご通知に際しての

インターネット開示事項

第35回定時株主総会招集ご通知に際して提供すべき

書類のうち、連結計算書類の連結注記表及び計算書

類の個別注記表につきましては、法令及び当社定款

第16条の規定に基づき、インターネット上の当社ウ

ェブサイト（http://www.kubotek.com/irs）に掲載

することにより提供しております。

クボテック株式会社



連 結 注 記 表

（継続企業の前提に関する注記）

該当事項はありません。

（連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記等）

１．連結の範囲に関する事項
(1) 連結子会社の数及び主要な連結子会社の名称

連結子会社の数 ２社
連結子会社の名称
Kubotek USA, Inc.
KUBOTEK KOREA CORPORATION

(2) 主要な非連結子会社の名称等
該当事項はありません。
従来非連結子会社であったKUBOTEK Europe srlは当連結会計年度において清
算結了しております。

２．持分法の適用に関する事項
該当事項はありません。
従来持分法を適用しない非連結子会社であったKUBOTEK Europe srlは当連結
会計年度において清算結了しております。

３．連結子会社の事業年度等に関する事項
Kubotek USA, Inc.及びKUBOTEK KOREA CORPORATIONの決算日は、12月31日で
あります。連結計算書類の作成に当たっては、同決算日現在の計算書類を使
用し、連結決算日との間に生じた重要な取引については、連結上必要な調整
を行っております。
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４．会計方針に関する事項
(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法
① 有価証券

その他有価証券
時価のあるもの…決算期末日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価
は移動平均法により算定）

時価のないもの…移動平均法による原価法
② たな卸資産

商品及び製品、
原材料及び貯蔵品

……主として総平均法による原価法（収益性の低下による
簿価切下げの方法）

仕 掛 品……個別法による原価法（収益性の低下による簿価切下げ
の方法）

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法
① 有形固定資産（リース資産を除く）

主として定率法を採用しております。ただし、1998年４月１日以降取得し
た建物（建物附属設備は除く）並びに2016年４月１日以降に取得した建物
附属設備及び構築物については、定額法を採用しております。
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
建物及び構築物 15～38年
工具、器具及び備品 ４～６年

② 無形固定資産（リース資産を除く）
ソフトウエア
市場販売目的のパッケージソフトウエア制作費については、見込販売数
量に基づく償却額と見込販売可能期間（３年）に基づく定額償却額のい
ずれか大きい額により償却しております。
自社利用ソフトウエアについては、社内における利用可能期間（主に３
年）に基づく定額法により償却しております。

③ リース資産
リース期間を耐用年数とし残存価額をゼロとする定額法を採用しておりま
す。

(3) 重要な引当金の計上基準
① 貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率に
より、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、
回収不能見込額を計上する方法によっております。
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② 賞与引当金
従業員の賞与の支払に備えるため、当連結会計年度末における賞与支給見
込額に基づき、当連結会計年度末において発生していると認められる額を
計上しております。

(4) その他連結計算書類作成のための重要な事項
① 消費税等の会計処理

税抜方式を採用しております。
② 重要な外貨建資産及び負債の本邦通貨への換算基準

外貨建金銭債権債務については、連結決算日の直物為替相場により円貨に
換算し、換算差額は損益として処理しております。
なお、在外連結子会社の資産及び負債、収益及び費用は、在外連結子会社
の決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額については、純資
産の部における為替換算調整勘定に含めております。

③ 退職給付に係る会計処理の方法
退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末自己
都合要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しておりま
す。
なお、連結子会社は、確定拠出型の制度を採用しております。

（表示方法の変更）
　連結貸借対照表
前連結会計年度において独立掲記しておりました「有形固定資産」の「建物及び構

築物」及び「機械装置及び運搬具」は、金額的重要性が乏しくなったため、当連結会
計年度より「その他」に含めて表示しております。
なお、前連結会計年度の「建物及び構築物」は35,562千円、「機械装置及び運搬具」

は2,593千円であります。

（連結貸借対照表に関する注記）

１．有形固定資産の減価償却累計額 484,930千円
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（連結損益計算書に関する注記）
　減損損失
当連結会計年度において、当社グループは以下の資産グループについて減損損失を

計上しました。

場所 用途 種類 減損損失(千円)

日本 事業用資産
建物及び構築物、工具、器具及び
備品等

54,833

当社グループは、所在地を基準として、資産のグルーピングを行っております。
日本の事業用資産につきましては、事業環境の悪化に伴い、当初想定された収益が

見込めなくなったことから、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損
損失として特別損失に計上しております。
減損損失の内訳は、「建物及び構築物」33,168千円、「機械装置」103千円、「工具、

器具及び備品」17,154千円、「ソフトウエア」2,120千円、「電話加入権」2,285千円で
あります。
なお、当該資産グループの回収可能価額は正味売却価額により測定しており、主に

備忘価額で評価しております。

（連結株主資本等変動計算書に関する注記）

１．当連結会計年度末日における発行済株式の種類及び総数 普通株式 13,830,000株

２．剰余金の配当に関する事項
当連結会計年度中に行った剰余金の配当に関する事項
該当事項はありません。

当連結会計年度の末日後に行う剰余金の配当に関する事項
該当事項はありません。

― 4 ―



（金融商品に関する注記）

１．金融商品の状況に関する事項
当社グループは、資金運用については一時的な余資を流動性の高い銀行預金等

に限定し、また、資金調達については主に銀行借入による方針であります。デリ
バティブ取引は原則として行わない方針であります。
営業債権である受取手形及び売掛金並びに電子記録債権に係る顧客の信用リス

クは、販売管理規程並びに与信管理細則に基づき取引先ごとに期日及び残高を管
理するとともに、定期的に主要な顧客にかかる情報収集を行って、財務状況の悪
化等による回収懸念の早期把握に努め、リスクの軽減を図っております。また、
連結子会社についても、各社において管理規程に基づき同様の管理を行っており
ます。
投資有価証券は取引先企業との取引関係強化に関連する株式のみで構成されて

おり、取引先企業との関係を勘案し保有状況を継続的に見直しております。上場
株式については市場価格の変動リスクに晒されておりますが、定期的に時価を把
握しております。
営業債務である支払手形及び買掛金は通常の営業活動に伴い生じたものであり、

１年以内の支払期日であります。
短期借入金及び長期借入金は主に営業取引にかかる資金調達であり、借入更新

の手続きごとに適用金利を含めた取引条件につき担当取締役の承認を得る体制と
しております。
資金調達にかかる流動性リスクについては、各部署からの報告に基づき管理部

が適時に資金繰計画を作成・更新するとともに、適切な手元流動性を確保するこ
となどにより管理しております。
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２．金融商品の時価等に関する事項
2020年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額につい

ては、次のとおりであります。なお、時価を把握することが極めて困難と認めら
れるものは、次表には含めておりません（（注２）参照）。

（単位：千円）

連結貸借対照表
計上額(*1)

時価(*1) 差額

(1) 現金及び預金 1,875,636 1,875,636 -

(2) 受取手形及び売掛金 499,373 499,373

　 貸倒引当金(*2) △24,299 △24,299

小計 475,073 475,073 -

(3) 電子記録債権 60,429 60,429

　 貸倒引当金(*2) △102 △102

小計 60,326 60,326 -

(4) 投資有価証券

　 その他有価証券 4,276 4,276 -

(5) 破産更生債権等 196 196

　 貸倒引当金(*2) △196 △196

小計 - - -

資産計 2,415,313 2,415,313 -

(6) 支払手形及び買掛金 （30,619） （30,619） -

(7) 短期借入金 （200,000） （200,000） -

(8) 長期借入金 （901,864） （902,368） 504

負債計 （1,132,483） （1,132,988） 504

（*1）負債に計上されているものについては、（ ）で示しております。
（*2）受取手形及び売掛金、電子記録債権並びに破産更生債権等に計上している貸倒

引当金を控除しております。

(注１) 金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項
資 産
(1) 現金及び預金、(2) 受取手形及び売掛金、(3) 電子記録債権

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当
該帳簿価額によっております。
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(4) 投資有価証券
時価については、株式は取引所の価格によっております。
なお、投資有価証券はその他有価証券として保有しており、これに関する連結
貸借対照表計上額と取得原価との差額は以下のとおりであります。なお、当連
結会計年度中に売却したその他有価証券はありません。

（単位：千円）

種類 取得原価
連結貸借対照表

計上額
差額

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えないもの

株式 4,276 4,276 -

合計 4,276 4,276 -

(注)表中の「取得原価」は減損処理後の帳簿価額であります。なお、当連結会計年度
において減損処理を行い、投資有価証券評価損4,525千円を計上しております。

(5) 破産更生債権等
回収見込額等に基づいて貸倒見積高を算定しているため、時価は決算日におけ
る貸借対照表価額から現在の貸倒見積高を控除した金額に近似していることか
ら、当該価格によっております。

負 債
(6) 支払手形及び買掛金、(7) 短期借入金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当
該帳簿価額によっております。

(8) 長期借入金
一定の期間ごとに区分した当該長期借入金の元利金の合計額を同様の借入にお
いて想定される利率で割り引いて現在価値を算定しております。

(注２) 時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品
（単位：千円）

区分 連結貸借対照表計上額

非上場株式 368

これらについては、市場価格がなく、かつ、将来キャッシュ・フローを見積も
るには過大なコストを要すると見込まれます。従って、時価を把握することが
極めて困難と認められるものであるため、上表には含めておりません。
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（１株当たり情報に関する注記）

１株当たり純資産額 88円69銭
１株当たり当期純損失 7円34銭

（重要な後発事象に関する注記）

該当事項はありません。
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個 別 注 記 表

（継続企業の前提に関する注記）

該当事項はありません。

（重要な会計方針に係る事項に関する注記）

１．資産の評価基準及び評価方法
(1) 有価証券の評価基準及び評価方法
① 子会社株式及び関連会社株式

移動平均法による原価法
② その他有価証券

時価のあるもの…決算期末日の市場価格等に基づく時価法
（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価
は移動平均法により算定）

時価のないもの…移動平均法による原価法
(2) たな卸資産の評価基準及び評価方法
① 商品及び製品、

原材料及び貯蔵品
……総平均法による原価法（収益性の低下による簿価切下

げの方法）
② 仕 掛 品……個別法による原価法（収益性の低下による簿価切下げ

の方法）
２．固定資産の減価償却の方法
(1) 有形固定資産

定率法を採用しております。ただし、1998年４月１日以降取得した建物（建
物附属設備は除く）並びに2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び
構築物については、定額法を採用しております。
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
建物及び構築物 15～38年
工具、器具及び備品 ４～６年

(2) 無形固定資産
ソフトウエア
市場販売目的のパッケージソフトウエア制作費については、見込販売数量
に基づく償却額と見込販売可能期間（３年）に基づく定額償却額のいずれ
か大きい額により償却しております。
自社利用ソフトウエアについては、社内における利用可能期間（主に３年）
に基づく定額法により償却しております。
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３．引当金の計上基準
(1) 貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率によ
り、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収
不能見込額を計上しております。

(2) 賞与引当金
従業員の賞与の支払に備えるため、当事業年度末における賞与支給見込額に
基づき、当事業年度末において発生していると認められる額を計上しており
ます。

(3) 退職給付引当金
従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込
額に基づき、当事業年度末において発生していると認められる額を計上して
おります。なお、退職給付債務は簡便法に基づき計算しております。

(4) 関係会社事業損失引当金
関係会社への今後の支援に伴う損失に備えるため、対象会社の財政状態及び
経営成績を勘案して必要な額を計上しております。

４．その他計算書類作成のための基本となる重要な事項
消費税等の会計処理
税抜方式を採用しております。

（表示方法の変更）
　貸借対照表
前事業年度において独立掲記しておりました「有形固定資産」の「建物」、「構築

物」、「機械及び装置」、「車両運搬具」及び「工具、器具及び備品」は、金額的重要性
が乏しくなったため、当事業年度より「その他」に含めて表示しております。
なお、前事業年度の「建物」は35,500千円、「構築物」は61千円、「機械及び装置」

は118千円、「車両運搬具」は2,474千円、「工具、器具及び備品」は19,002千円であり
ます。
前事業年度において独立掲記しておりました「無形固定資産」の「電話加入権」は、

金額的重要性が乏しくなったため、当事業年度より「その他」に含めて表示しており
ます。
なお、前事業年度の「電話加入権」は2,285千円であります。
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（貸借対照表に関する注記）

１．関係会社に対する金銭債権・債務
短期金銭債権 438,179千円
長期金銭債権 185,011千円
短期金銭債務 2,192千円

２．有形固定資産の減価償却累計額 466,532千円

３．取締役に対する金銭債権・債務
金銭債権 3,206千円
金銭債務 2,762千円

（損益計算書に関する注記）

１．関係会社との取引高
売上高 227,775千円
営業費用 27,630千円
関係会社清算益 1,483千円
ソフトウエアの取得 167,226千円

　２．減損損失

当事業年度において、当社は以下の資産グループについて減損損失を計上しました。

場所 用途 種類 減損損失(千円)

京都工場他 事業用資産 建物、工具、器具及び備品等 54,833

当社は、製造拠点の京都工場を中心として各事業が相互に関連し事業を行っている
ため、全社一体として資産のグルーピングを行っております。
事業用資産につきましては、事業環境の悪化に伴い、当初想定された収益が見込め

なくなったことから、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失と
して特別損失に計上しております。
減損損失の内訳は、「建物」33,120千円、「構築物」48千円、「機械及び装置」103千

円、「工具、器具及び備品」17,154千円、「ソフトウエア」2,120千円、「電話加入権」
2,285千円であります。
なお、当該資産グループの回収可能価額は正味売却価額により測定しており、主に

備忘価額で評価しております。
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（株主資本等変動計算書に関する注記）

当事業年度末日における自己株式の種類及び数 普通株式 62,159株

（税効果会計に関する注記）

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳
繰延税金資産 千円

たな卸資産評価損 181,764
貸倒引当金 208,077
賞与引当金 1,175
退職給付引当金 14,313
減価償却費 37,490
関係会社株式評価損 6,524
減損損失 16,779
繰越欠損金 261,586
未収利息 46,220
関係会社事業損失引当金 33,367
その他 10,188
小計 817,486
評価性引当額 △817,486

繰延税金資産合計 －
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（関連当事者との取引に関する注記）

１．子会社及び関連会社等

種 類
会社等の
名 称

議決権等の所有
(被所有)割合

関連当事者
と の 関 係

取引の内容
取引金額
（千円）

科 目
期末残高
（千円）

子会社
Kubotek
USA,Inc.

所有
直接 100％

資金の貸付
ソフトウエアの共
同開発
役員の兼任

ロイヤリティ収入 194,452 売掛金 376,021

資金の貸付 -
短期貸付金 54,415

長期貸付金 185,011

ソフトウエアの開
発委託

167,226 前払費用 41,992

子会社
KUBOTEK
Europe srl

所有
直接 100％

ライセンス契約
役員の兼任

関係会社清算益 1,483 - -

（注）１ 上記金額には消費税等が含まれておりません。
２ 取引条件及び取引条件の決定方針等
(1) 市場価格や市場金利を勘案し、決定しております。
(2) Kubotek USA, Inc.への貸倒懸念債権等に対し、657,846千円の貸倒引当金を計上し、当事

業年度において35,793千円の貸倒引当金繰入額を計上しております。また109,042千円の
関係会社事業損失引当金を計上しております。

(3) KUBOTEK Europe srlの清算結了に伴い関係会社整理損失引当金32,430千円を取崩しており
ます。

２．役員及び個人主要株主

種 類
会社等の
名 称

議決権等の所有
(被所有)割合

関連当事者
と の 関 係

取引の内容
取引金額
（千円）

科 目
期末残高
（千円）

役員及び近親者
が議決権の過半
数を所有してい
る会社等

㈱デザイン・ク
リエィション

なし
(注)３

当社ソフトウエ
アの販売
役員の兼任

ソフトウエアの
販売

47,155 売掛金 3,206

ソフトウエアの
保守

35,211 前受金 15,359

（注）１ 上記金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれ
ております。

２ 取引条件及び取引条件の決定方針等
　 市場価格を勘案し、決定しております。
３ 当社取締役社長久保哲夫が議決権の100％を所有しており代表取締役を兼任しております。
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（１株当たり情報に関する注記）

１株当たり純資産額 87円92銭
１株当たり当期純損失 1円30銭

（重要な後発事象に関する注記）

該当事項はありません。
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